
南関町介護保険住宅改修費受領委任払いに関する実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４５

条に規定する居宅介護住宅改修費及び法第５７条に規定する介護予防住宅改修費（以下

「改修費」という。）の支給に当たって、居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者が

有する当該改修費の受領に関する権限を法第４５条第１項又は法第５７条第１項に規定

する住宅改修（以下「住宅改修」という。）を施工する者（以下「施工業者」という。）

に委任することにより、町が施工業者に対して改修費を支給する方法（以下「受領委任

払い」という。）の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 改修費の支給を受領委任払いにより受けることができる者（以下「対象者」とい

う。）は、本町の被保険者で介護保険料の滞納がない者とする。 

（委任） 

第３条 受領委任払いによる改修費の支給を申請しようとする対象者は、住宅改修の施工

業者に対して、当該改修費の支給申請及び受領に関する権限を委任するものとする。 

（施工業者） 

第４条 対象者から前条の規定による委任を受けようとする施工業者は、南関町介護保険

住宅改修費受領委任払いに関する誓約書（様式第１号）を町長に提出しなければならな

い。 

２ 前項に規定する南関町介護保険住宅改修費受領委任払いに関する誓約書（様式第１号）

は、当該年度に初めて受領委任払いを利用する場合に提出するものとし、当該年度中に

おけるその後の提出は省略することができる。 

（事前申請） 

第５条 第３条の規定による委任を受けた施工業者は、住宅改修に着手する前に、次に掲

げる書類を町長に提出し、審査を受けなければならない。 

（１）介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修承認申請書（様式第２号） 

（２）介護支援専門員その他町長が適当と認める者が作成した住宅改修が必要な理由書

（様式第３号） 

（３）当該申請に係る住宅改修に要する費用の見積り及びその内訳が分かるもの 

（４）住宅改修前の写真（改修予定箇所が客観的に判別でき、日付の入ったもの） 

（５）当該申請に係る住宅改修の工事の内容が分かる図面等 

（６）対象者と住宅の所有者が異なる場合は住宅改修承諾書（様式第４号） 

（７）前号により住宅の所有者が死亡のため承諾を得ることができないときは、代表相

続人確認書（様式第５号） 

（８）入院中や介護認定申請中等である者は、入院（入所）中・認定申請中 住宅改修承

諾書（様式第６号） 

（９）住宅改修に係る部品等のパンフレット等 



（１０）前各号に掲げるもののほか、審査に必要と認めるもの 

（事前承認） 

第６条 町長は、前条の規定により提出された書類等を審査し、当該住宅改修の適否を対

象者に対し通知するものとする。この場合において、施工業者は、同項の規定による当

該住宅改修を適当と認めた通知があるまでは、当該住宅改修に着手してはならないもの

とする。 

（改修費の請求） 

第７条 施工業者は、住宅改修が完了したときは、次に掲げる書類を町長に提出し、改修

費を請求するとともに、その審査を受けなければならない。 

（１）南関町介護保険条例施行規則（平成１２年規則第２５号）第１６条に定める介護

保険居宅介護（介護予防）住宅改修費代理受領支給申請書（委任払い用） 

（２）住宅改修工事完了確認書（様式第７号） 

（３）サービス提供証明書（様式第８号） 

（４）請求の内訳が分かるもの 

（５）住宅改修前後の写真（改修箇所が客観的に判別でき、日付の入ったもの） 

（６）当該申請に係る住宅改修の工事の内容が分かる図面等 

（７）当該申請に係る住宅改修に要した費用の対象者負担分に係る領収書の写し 

（８）前各号に掲げるもののほか、審査に必要と認めるもの 

（審査及び決定） 

第８条 町長は、前条の規定により提出された書類等を審査し、その申請を適当と認めた

ときは、施工業者に対しその旨を通知するものとする。 

（改修費の返還） 

第９条 町長は、対象者及び施工業者が偽りその他不正な手段により改修費の支給を受け

たときは、当該改修費の全部又は一部を返還させることができる。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 


